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「経営５ヵ年計画（2011 年度～2015 年度）」の策定に関するお知らせ 
 
 当社グループは、平成23年度を初年度とする「第二次経営５ヵ年計画（2011年度～2015年度）」 
を策定いたしましたのでお知らせいたします。 
当社グループは、平成20年４月に大和ハウスグループに参画し、同年10月大和小田急建設株

式会社に商号変更したのを機に、第一ステップとして第一次経営３ヵ年計画（2008年度～2010
年度）を策定し、同期間を『意識改革』『体質強化』の３ヵ年と位置付け、経営課題に取り組ん

でまいりました。 
 しかしながら、徐々に意識改革は進んでいるものの、外部環境の変化に改革のスピードが追い 
付かず、充分な成果に結びつきませんでした。今後、目まぐるしく変化する経営環境の中で、確 
実な成果に結び付けるためには、改革のスピードを上げ、更なる体質強化に取り組む所存です。 
これらを踏まえ、第二ステップの第二次経営５ヵ年計画では、『お客様に密着したサービス提

供型総合建設業』を目指す企業像と定め、『Change Challenge Chance ～意識・行動を変

え 挑戦することで チャンスに変える～』をスローガンに、当社の強みである分野・エリアを

中心にソリューション営業を展開して、特命受注化を図り収益力を高めること、コアコンピタン

スとなる技術・工法を確立し他社と差別化を図ること、さらには環境事業・再開発事業・土木リ

ニューアル等への周辺事業領域の拡大を図り、各事業を強化して持続的に成長・発展できる企業

を目指してまいります。 
また、本計画では、経営環境の変化に対して迅速に対応できる企業体質への転換、そのための

強固な経営基盤の構築に腰を据えて取り組むことから、５ヵ年計画といたしました。 
３月11日に発生しました東日本大震災により、日本は未曽有の国難に瀕しています。今こそ 

建設業界がその使命・責任の下、一丸となって被災地の復旧・復興・再生に向けて尽力すると 
きであり、当社グループにおいても、総合建設業として本業である建設事業の強化を図り、社 
会に貢献してまいります。 
当社は、創業140年を超える歴史（技術と信頼）を糧に、小田急グループの事業に対してこれ

まで以上に貢献しながら、大和ハウスグループ「人・街・暮らしの価値共創グループ」の一員と

して社会・地域・お客様のニーズに対しスピードを持って応え、新たな価値を創造できるグルー

プを目指して役職員一丸となって取り組んでまいります。 
株主様をはじめ、ステークホルダーの皆様には、これまで以上のご厚誼を賜りますようお願い

申し上げます。 
以上 

 
（注）業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したもので 

あり、実際の業績等は、今後さまざまな要因によって記載の見通しとは異なる可能性があります。
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Ⅰ．当社の沿革・成長の軌跡、経営計画位置づけ

1869年(明治２年) 1910年(明治43年) 1939年(昭和14年) 1971年(昭和46年) 2008年度(平成20年) ～ 2010年度（平成22年） 2011年度(平成23年) ～2015年度(平成27年)

戦後の経済1868～9(明治元～2)年
明治維新・戊辰戦争 戦後の混乱復興期 （1945～’54）

高度成長期 （ 頃）
第二次経営5ヵ年計画

Change Challenge Chance
～意識・行動を変え挑戦すること

でチャンスに変える～

1889(明治22)年
大日本帝国憲法発布

1904(明治37)年
日露戦争

低成長期（1991～）

高度成長期 （1956～’73頃）

安定成長期（1974～‘90頃）

2008(平成20)年 2011(平成23)年

第一次経営３ヵ年計画

1914(大正3)年
第一次世界大戦

1971(昭和46)年
沖縄返還調印

挑戦・チャンス
(平成 )年

リーマン・ショック
(平成 )年

東日本大震災

「エクセレントカンパニー
を目指して」

1923(大正15)年
関東大震災

1941(昭和16)年
太平洋戦争参戦

1964(昭和39)年
東京オリンピック開催・
東海道新幹線開通

体質強化・意識改革

2008年
大和ﾊｳｽｸﾞﾙｰﾌﾟへ参画
大和小田急建設㈱ 改称

全国的な知名度
信用度の拡大

シナジー効果による企業価値の向上

1945(昭和20)年
原爆投下・終戦

１９１０年

１９３９年
㈱野村組設立
１９４８年

1971年
小田急ｸﾞﾙｰプへ参画
小田急建設㈱へ改称
現本社社屋完成
1973年

大和小田急建設㈱へ改称

請負業へ進出

企業規模の拡大

信用度の拡大

１９１０年

１９３９年
㈱野村組設立
１９４８年1910年

1939年
㈱野村組設立
1948年

1869年
野村組創業
1903年
野村組本社完成

１９１０年
請負工事第１号
(成宗電車敷設)

野村工事（株）に
改称
１９６２年
東証二部に上場

東証一部に指定換え
１９１０年
請負工事第１号
(成宗電車敷設)

野村工事（株）に
改称
１９６２年
東証二部に上場

1910年
請負工事第１号
(成宗電車敷設)

野村工事（株）に
改称
1962年
東証二部に上場

野村組本社完成
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142年の歴史

≪先人の歴史に学び、更に進化していく会社≫



Ⅱ．第一次3ヵ年計画の総括と課題

『意識改革』『体質強化』をｷ ﾜ ﾄﾞ
1．受注特命化のﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの確立（標準化・共有化）

総括 課題

『意識改革』『体質強化』をｷｰﾜｰﾄ

に取り組み、徐々に意識改革は進ん

2．営業力の強化

（顧客対応力、顧客ﾆｰｽﾞ探索力、交渉力の向上）

3 企画提案力 技術提案力の向上
でいるものの、外部環境の変化に

改革のｽﾋﾟｰﾄﾞが追い付かず、充分な

3．企画提案力・技術提案力の向上

4．価格競争力の強化

5．生産効率の向上

成果に結びついていない。 6．差別化された技術の確立

7．人事諸制度の改正

単位：百万円

連結 個別 連結 個別 連結 個別

2008年度（平成20年度） 2009年度（平成21年度） 2010年度（平成22年度）

受 注 高 62,232 60,358 61,587 60,413 57,300 55,748

総 売 上 高 74,409 71,098 72,252 69,554 59,329 56,957

売 上 総 利 益 6,876 6,671 8,009 7,912 4,519 4,338

営 業 利 益 2,140 2,008 3,343 3,382 119 31

営 業 利 益 率 2.9% 2.8% 4.6% 4.9% 0.2% 0.1%

自 己 資 本 比 率 11.8% 11.7% 17.1% 17.1% 21.1% 21.1%
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Ⅲ．事業環境

日本社会日本社会
• 少子高齢化、人口減少

• 単身世帯、共働き世帯の増加

異常気象 大地震による災害の増加

日本社会日本社会

• 異常気象、大地震による災害の増加

• エネルギー政策の転換による産業構造変化の兆し

• 社会、地域のニーズの多様化

• デフレ経済の継続

• 国、地方財政の逼迫

日本経済日本経済

• 経済のグローバル化に伴う国内産業の空洞化

• 人口減少に伴う国内市場の縮小

• 国際競争力強化の為の企業の事業統合等

• 所得、雇用環境の厳しい状況の継続

• 海外景気動向、電力供給問題が懸念事項

建設市場建設市場
• 建設投資は低水準で推移

• 競争の激化（価格と技術の競争）

• 保全、維持補修、更新需要の増加

建設市場建設市場

• 海外市場進出における再構築

• PFI／PPP事業の市場拡大

• 環境、安心、安全な施設への社会要請の高まり

3© 2011 Daiwa Odakyu Construction Co., Ltd. All rights reserved. 

• 震災被災地早期復興に向けた対応施策

• 総合建設業の役割の変化



Ⅳ．第二次経営５ヵ年計画の骨子

指 像目指す企業像

「人・街・暮らしの価値共創グループ」の一員として

客様 密着 ビ 提供 総 建 業

基本方針

お客様に密着したサービス提供型総合建設業

●ソリューション型営業を展開して特命受注を拡大させ、収益の向上を図る

●コアコンピタンスとなる技術・工法の確立により他社との差別化を図る

●環境事業、再開発事業、土木リニューアル等への周辺事業領域の拡大を図る

建築・土木・鉄道関連建設事業の更なる強化を図り、持続的な成長を目指す

求める人財
※

像

■考え抜く力・・・・・・・・・大局的な着眼をもち、固定観念を破り新たな価値を創造する力■考え抜く力 大局的な着眼をもち、固定観念を破り新たな価値を創造する力

■前に踏み出す力・・・・主体性をもって行動し、 後までやり抜き成果に結び付ける力

■組織を推進する力・・・目標を共有し、個々の力をチーム力として 大限に引き出す力
※ 経営資源の一つである人材を 『人財』に育成することを大きな目標としています

4© 2011 Daiwa Odakyu Construction Co., Ltd. All rights reserved. 

※ 経営資源の一つである人材を、『人財』に育成することを大きな目標としています。



Ⅴ．目指す姿(1) 連結業績推移（売上・売上利益・営業利益(率)）

売上 利益

単位：百万円

売上高
CAGR(年平均成長率)

８．６％
単位：百万円

8 000

9,000

10,000

80 000

90,000

100,000

6,000

7,000

8,000

60,000

70,000

80,000

4,000

5,000

40,000

50,000

4.1%

5.0%

4.6%

2,000

3,000

20,000

30,000

2.1%

2.9%
3.3%

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

売上高 74,409 72,252 59,329 66,100 70,000 78,200 85,100 89,600

0

1,000

0

10,000 0.8%
0.2%

, , , , , , , ,

売上利益 6,876 8,009 4,519 4,610 5,500 6,800 7,900 9,000

営業利益 2,140 3,343 119 510 1,490 2,550 3,490 4,440

第一次経営３カ年計画 第二次経営５カ年計画

5© 2011 Daiwa Odakyu Construction Co., Ltd. All rights reserved. 
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Ⅴ．目指す姿(2) 個別事業別完成工事高

82 000
90,00040,000

完成工事高単位：百万円 全社計 単位：百万円

90,000

単位：百万円
完成工事高構成比

72,500 

82,000 

70,000

80,000

30,000

35,000

CAGR（年平均成長率）
7.9%

9,000 

5,000 

4,000 

4,000 

70,000

80,000

（11.0%）（ 4.8%）

（ 6.1%）

（5.5%）

（4.9%）

55,960 

40,000

50,000

60,000

20,000

25,000

15,800 

16,000 

7,700 

,
3,500 

50,000

60,000

（21.8%）

（19.5%）

（10.6%）

20,000

30,000

10,000

15,000

11,244 

11,500 

13,000 

18,388 

30 000

40,000

（20.1%）

（15.9%）

（15.9%）

（32.9%）

2010年
度

2013年
度

2015年
度

建築事業 26 328 30 000 35 000

0

10,000

0

5,000

26,328 
30,000 

35,000 
20,000

30,000

（47.0%）
（41.4%）

（42.7%）

建築事業 26,328 30,000 35,000

土木事業 11,244 11,500 13,000

鉄道関連建設事業* 18,388 15,800 16,000

再開発事業 7,700 9,000

環境事業 3,500 5,000

0

10,000

2010年度 2013年度 2015年度

建築事業 土木事業 鉄道関連建設事業*

※ 小田急グループおよび鉄道各社の建築工事・土木工事

復興関連 4,000 4,000

全社計 55,960 72,500 82,000

建築事業 土木事業 鉄道関連建設事業*

再開発事業 環境事業 復興関連

6© 2007 Daiwa House Group All rights reserved. Jan. 00th, 2007



Ⅵ．事業別及びグループ会社の取り組み

•分譲マンション工事の対応強化によ
る利益率の改善

主要取引先への営業体制の強化お

•土壌浄化技術（DO-SE工法）の
営業強化

水浄化技術（ ）•主要取引先への営業体制の強化お
よび新規顧客の開拓

•適地管理による造注営業の展開、
特命受注率の向上
（DO Project 等）

建築事業建築事業

•水浄化技術（DO-AQUA）の
営業強化

•環境商材を活用した営業強化
（LED,無水トイレ,遮熱塗料 等）

•新技術開発への取り組み

環境事業環境事業

（ j 等）

•リニューアル工事への取り組み強化

•震災被災地復興における貢献

•総合評価方式における技術提案力

•新技術開発への取り組み
（PCB処理技術,創エネ 等）

•土地情報ネットワークの再構築（質総合評価方式における技術提案力
の強化による落札率の向上

•土木リニューアル工事の受注拡大

•グループ力を活かした宅地造成工
事の受注拡大土木事業土木事業

地情報ネッ ワ ク 再構築（質
の向上と量の拡大）

•中心市街地再開発事業への取り組
み

•官民連携事業（PPP）への取り組み

再開発
事業

再開発
事業

•官民連携事業（PPP）への取り組み
強化

•震災被災地復興における貢献

•大和ハウスグループおよび小田急
グループとのリレーション強化による
共同開発への取り組み

事業事業

•小田急グループへの取り組み強化

•小田急グループ取引先への営業強

鉄道関連
建設事業
鉄道関連
建設事業

•基礎土木事業の強化
（土木仮設,基礎工事,土壌浄化）

•総合準備仮設事業の強化

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社
の取り組み
ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社
の取り組み小田急グル プ取引先 の営業強

化

•鉄道各社への営業強化

建設事業
※小田急グループおよび 鉄道

各社の建築工事・土木工事

建設事業
※小田急グループおよび 鉄道

各社の建築工事・土木工事

準備 設 強
（電気仮設,計画施工,建設仮設,事
務所仮設）

•設備ソリューション事業

の取り組み

㈱ケンキー

の取り組み

㈱ケンキー

7© 2011 Daiwa Odakyu Construction Co., Ltd. All rights reserved. 



Ⅶ．サービス提供型総合建設業に向けての取り組み

•特命受注に向けたビジネスモデルの
確立

•ＩＴの活用（営業支援システムの導入）

•リニューアル技術 防災診断技術を
営業力の強化営業力の強化

財務体質の強化
•自己資本比率 ：30％
•ネット有利子負債 ： ０

•リニューアル技術，防災診断技術を
ツールとした営業力の強化

•地球にやさしい環境提案力の強化

30 0%

30.0%

35.0%
自己資本比率

•保有技術の応用・活用
（免震，CFT，PCaPC，耐震補強，
管更生工法及び赤外線診断など）

•環境，エネルギー，防災分野などの
技 組 17 1%

21.1%

25.0%

30.0%

15.0%

20.0%

25.0%

新技術開発への取り組み

•土木リニューアル（維持・補修）技術
開発への取り組み

•設計力の強化
（BIMの活用によるソリュ ション

技術開発力
および

支援部門の強化

技術開発力
および

支援部門の強化

11.7%

17.1%

5.0%

10.0%

ネット有利子負債

（BIMの活用によるソリューション
設計の実現）

•アフターサービスの強化
（建物診断による改修・建替の提案）

•優良な協力会社（技能者）の確保・育

支援部門の強化支援部門の強化 0.0%

単位：億円

104
80

100

120
優良な協力会社（技能者）の確保 育
成への取り組み

•一人ひとりの創意・工夫とＩＴの活用に

60 57

40

0
20

40

60• 人ひとりの創意・工夫とＩＴの活用に
よる生産性の向上

•CSRの取り組み強化

•CS活動の取り組み強化

•BCP体制の強化

経営環境の変化
に対応した
基盤の整備

経営環境の変化
に対応した
基盤の整備 0

0

8© 2011 Daiwa Odakyu Construction Co., Ltd. All rights reserved. 

BCP体制の強化

•人財育成の強化



Ⅷ．目標数値

連結 単位：百万円

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

（平成22年度） （平成23年度） （平成24年度） （平成25年度） （平成26年度） （平成27年度）

受 注 高 57,300 66,000 70,500 75,600 83,000 88,500

総 売 上 高 59,329 66,100 70,000 78,200 85,100 89,600

売 上 総 利 益 4,519 4,610 5,500 6,800 7,900 9,000

営 業 利 益 119 510 1,490 2,550 3,490 4,440

営 業 利 益 率 0.2% 0.8% 2.1% 3.3% 4.1% 5.0%

（注）業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績等は、
今後さまざまな要因によって記載の見通しとは異なる可能性があります。
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